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(お願い)	 会誌『日本の科学者』5月号に付録『日本科学者会議の中期的な展望に基づく財政改革

案（第一次）』が添付されております。これは先の科学者会議全国定期大会（本ニュース第４項

の報告参照）で提案された「財政改革案」です。会員の皆様がよく目を通して頂き、支部の討論

の場や幹事などにご意見を出して頂きますよう、お願い致します。	 	 	 	 

	 

	 

１．更新された福岡支部のホームページ	 

	 福岡支部のホームページを更新しました． 
http://jsa-fukuoka.sakura.ne.jp/index.html 

新たに「トピックス」というページを作りましたので，ここで知らせた方が良いようなトピッ

クスなどがありましたら fukuoka@jsa-fukuoka.sakura.ne.jpに連絡ください．いま現在，掲載してい
る「トピックス」は以下の２つです． 
	 ・Nature誌の記事にもなった、軍学共同反対の JSAの取り組み 
	 ・日本，３つの「本日の化石賞」受賞 
ここに掲載するものは，基本的によそのサイト（信頼できる）由来のものです． 

	 それとは別に，「コラム欄」があり，そこには JSA会員が日頃考えられた短い文章を掲載予定で
す．過去１年半ほど新たな記事はありませんでしたが，今後は少なくとも月に１つ以上のコラム

は載せたいと思いますので，よろしくお願いします． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （報告者：三好永作） 
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２．日本科学者会議福岡支部	 第 45 回	 定期大会の報告	 

	 去る、5月 10日(日)に、久留米大学福岡サテライト（天神エルガーラオフィス 6階）において、
第 45回定期大会が 18名の会員の現出席で開催されました。議長に北九州分会の出口氏を選出し
て議事が進められました。幹事会からの 2014年度支部活動報告、支部会計報告・監査報告が承認
され、引き続き、2015年度支部活動計画と支部予算案の提案を受けて討議を行い承認されました。
また、2015年度の支部幹事に河内、小早川、中野、西垣、三好の 5名が選出され、全国大会代議
員に三好が選出されました。承認された 2015年度の活動方針は以下の通りです。 
 
2015年度日本科学者会議福岡支部活動方針： 
	 20総学の開催によって、多少は広がった支部の会員・活動の幅を足がかりに、会員増を初めと
する支部の活動を支える根幹となる支部組織の強化(会員拡大、財政健全化)をはかって行く必要が
ある。 
	 通常の支部活動は、おもに、核問題研究委員会、エネルギー研究会、福岡環境研究会の研究会

活動によって支えられている。これまで通り、こうした研究会活動の継続と研究会間の連携した

取り組みを行ってゆくことが必要である。また、この総会の後に予定されている「アベノミック

スを批判する」の講演会のように現在の日本の政治・経済・思想状況（集団的自衛権の解釈変更

をはじめとする改憲問題、TPP問題、大学教育の上からの「改革」の問題など教育に対する様々
な動き等）に対しても積極的な提言や取り組みを行ってゆくことも重要な課題である。 
 
（１）現在の不安定な政治(安全保障など)・経済（格差問題）、環境問題などにおける世界情勢・

国内情勢に対応した新たな取り組みを進める必要がある。 
（２）核問題研究委員会、エネルギー研究会、福岡環境研究会の研究会活動、『日本の科学者』

読書会に引き続き活発に取り組んで行く。 
（３）会員の拡大に積極的に取り組む。 

会員数が増勢となるように会員拡大を意識的に進める。この 1年は、20総学の開催に関連
して新入会員を迎えることができた。今後は、会の若返りを目指して若手研究者や大学院

生の会員の拡大を進めること、会員のいない大学への会員の拡大なども必要である。 
これまで通り、シンポジウム、例会などの各種企画への参加を呼びかけ、それを足がかり

に会員拡大を意識的に図る必要がある。 
（４）支部ホームページを充実させる。 
（５）脱原発社会の実現に向けたシンポジウム・学習会等の取り組みを継続する。 
（６）原水爆禁止科学者集会など原水爆禁止運動に協力する。 
（７）JSA活動活発化募金に昨年度に引き続き取り組む。 

	 (報告者：小早川義尚)	 

	 

	 

３．福岡支部講演会「アベノミクスを批判する」の報告	 

	 例年通り、支部定期大会の後、JSA福岡支部講演会が開催されました（5月 10日(日)）。今回
は、九州大学・経済学研究院・教授、久野国夫氏に「アベノミクスを批判する」と題して、現在

の安倍政権による経済政策についての講演をしていただきました。講演会には、定期大会参加者

に加え市民の方の参加もあり 20数名の参加者がありました。講演概要は、以下の通りです。 
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	 まず、アベノミクスの「3本の矢」について、それ自体は特に特徴もないケインズ経済学的政
策に過ぎないこと、また、実情は、安倍政権の思惑通りには進んでいないことを具体的な経済指

標・政策等を示しながら解説されました。また、貨幣論の観点からの批判として、貨幣機能の基

本的な説明とともに経済のグローバル化の下での日本の経済の状況について解説していただきま

した。企業の海外進出（逃避？）による国内製造業就業労働者数の激減・労働者の給与の長期減

少傾向・国民一人当たりの GDPの国際比較（順位の長期後退傾向、1992年度 4位、2002年度 9
位、2012年度 16位、2014年度 27位）等の資料をもとに、安倍政権が極端な金融緩和による円安
とそれに伴う輸出大企業の増収、年金基金の株式運用などによって株価の上昇を盛んに宣伝して

いるものの、勤労国民の生活は悪化していると厳しく批判されました。 
(報告者：小早川義尚)	 

	 	 

	 

４．JSA 全国定期大会（5/30-31）報告	 

	 5月 30-31日に中央大学理工学部で開催された日本科学者会議第 46回定期大会に JSA福岡支部
の代議員として出席しました．大会では，大会議案が決定されこれから１年の方針が決まるとと

もに，６つの大会決議【①日本の高等教育に思想信条，学問・研究の自由と自治権を保障すると

ともに，高等教育予算を抜本的に増額することを求める，②福井地裁による「高浜原発３，４号

機運転差止仮処分決定」を力に，原発の再稼働を阻止するたたかいを強めよう，③子どもたちの

学ぶ意欲を育み，学校現場を支え励ます教育政策への転換を求める，④研究不正を誘発する学術

研究体制の改善を求める，⑤安倍内閣の憲法破壊・戦争法制を許さず，日本国憲法を遵守させる

「立憲主義」の政治を実現しよう，⑥日本を戦争に巻き込み，健全な学問・研究の発展を阻害し，

国民生活を破壊する安倍内閣の「戦争法案」の成立を阻止しよう】が採択されました．これらの

大会決議は，現在の日本におけるそれぞれの局面で重要な点を指摘しております． 

	 大会では，「日本科学者会議の中期的な展望に基づく財政改革案」（第一次）が提案されました．こ

の案は，「日本の科学者」50 巻 5 号の付録としてすでに会員に届いていると思いますが，1977 年をピ
ークに会員減少傾向にあるなかで，2016年度〜2020年度をその減少傾向に歯止めをかけ増勢に転じる
ための活動改善と組織強化の５年間と位置づけ，今期（2015 年度）に支部・地区・常任幹事会などに
おいて討議を尽くして 終的に次回の定期大会で決定するための改革案です．よく読んで支部内のさ

まざまな会議で意見を出して下さい． 

	 大会では，以下の大会アピールを発表しました． 
１.「戦争をする国」へのいっさいの企てを許さず、日本国憲法の平和主義を世界に広げよう 
・戦争法案の廃案をめざし、すべての職場・地域で戦争反対の共同の輪を広げよう 
・沖縄県民と連帯し、辺野古での米軍の新基地建設を阻止しよう、辺野古基金の取組みを強めよう 
・すべての大学・研究所で軍事研究 NO の声を上げよう 

２.「私たちは原発と共存できない」という立場を内外に発信し、原発のない社会を実現しよう 
・福井地裁判決を力にすべての原発の再稼働を許さない取組を強化しよう 
・福島県民と連帯し、原発事故災害の全面的な損害賠償を実現し、あらゆる地域で放射能汚染から

命と暮らしを守る闘いを広げよう 
３. 日本国憲法を力に、国民生活の向上を実現しよう 
・グローバル企業の成長を 優先するアベノミクスと全面的に対峙し、国民生活の向上を実現する

日本経済のビジョンを国民的共同によって提起しよう 
４. 大学と学問の危機的事態を打開しよう 
・すべての大学・研究所から、政府・財界による学問に対する不当な介入が大学と学問の危機的事

態を生み出している現状を告発する声をあげよう。 
５. 会員拡大を JSA全体の重要な課題と位置づけ、大きく前進しよう 
・会員拡大活動における JSA の課題と条件を率直に議論し、会員純増、5000 名回復を早期に実現
するための一里塚となる 1 年にしよう 
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・すべての支部で会員拡大に向けた目標と計画を策定し、その実現にすべての会員の力を結集しよ

う 

	 各支部からの報告では，群馬支部では，現役若手教員が中心となり例会などを定例化されるなかで，

OB会員の協力もあり今期会員増 60%以上を達成したとのことでした．また，宮崎支部では，毎月の幹
事会で宣伝用にきている会誌『日本の科学者』を如何に使うかということを議論しており，大学内の

要職の人に贈呈したりしているとのことでした．全体として活発な議論があり，活性化された状態で

帰福してきました． 
（報告者：三好永作）	 

 
 

５．核問題研究会例会（5/23）の報告	 

	 5月 23日に以下の話題で核問題研究会が開催されました． 
	 （１）「水素エネルギー利用における技術的諸問題」（話題提供：森田） 
	 （２）「２０３０年のエネルギーミックスについて」（話題提供：中西） 
	 第一の話題について，水素エネルギー利用についてキーとなる燃料電池の動作温度は一般に高

い．その中で 30〜100℃と動作温度が比較的低い固体高分子形燃料電池(PEFC)は，自動車用など
に使われている．しかし，自動車用燃料電池では１台あたり 100g以上の白金（Pt）が必要といわ
れ，資源およびコストの面から問題となっている．燃料電池車で使われている水素貯蔵タンク内

の圧力は通常 350気圧であり，かなり高気圧である．400kmの連続運転を可能にするためには 700
気圧が必要となる．気圧が高くなれば，水素の漏れる量は多くなる．タンクからの水素の漏れは

基本的には解決できていない．また，九州大学の水素ステーションは一度爆発しており，原因不

明のまま研究は続けられているが，高圧水素貯蔵タンクの破裂の危険性もあるといわざるをえな

い．これらの問題の他にも，水素ステーションのインフラ整備の問題や水素自体の値段もガソリ

ン並みに下がる見込みはなく，燃料電池自動車が市場に拡がるには多くの問題があるように思え

る． 
	 第二の話題について，経産省は，4月 28日，2030年度の電源構成目標について，原発依存度を
20〜22％程度とする方針を示した． 
	 	 原発	 	 	 	 	 	 	 	 20〜22% 
	 	 再生可能エネルギー	 22〜24% 
	 	 LNG	 	 	 	 	 	 	 	 	 〜27% 
	 	 石炭火力	 	 	 	 	 	 	 〜26% 
	 	 石油火力	 	 	 	 	 	 	 	  3% 
ほとんどの原発が停止していた 2013年の実績が以下であることを考えると 
	 	 原発	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  1% 
	 	 再生可能エネルギー	 	 	 11% 
	 	 LNG	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 43% 
	 	 石炭火力	 	 	 	 	 	 	 	 30% 
	 	 石油火力	 	 	 	 	 	 	 	 15% 
昨年の 4 月には「原発は可能な限り低減する」と言っていた安倍政権がはっきり原発回帰へのシ
ナリオを発表したと言える（因みに福島事故前の 2010年の原発依存度が 28.6%であった）．40年
廃炉ルールを厳格に運用した場合には，2030年時点原発依存度は 15%程度となるという試算があ
る．原発の新増設を行うか，40年廃炉ルールの厳格運用を止める以外に，原発 20〜22%は達成で
きない．原発の安全性についての検討が不十分にならないか．再生可能エネルギーについては，

地熱 1.0〜1.1%，バイオマス 3.7〜4.6%，風力 1.7%，太陽光 7.0%，水力 8.8〜9.2%となっており，
特に風力の割合が低い．CO2 排出の多い石炭火力の依存度がそれほど減少していないのも気にな

る．安倍政権のもとで原発の海外への売り込みと同時に石炭火力発電の海外への売り込みが推進

されている．「世界が脱石炭を進める中、日本は途上国における石炭火力発電所事業に対して資金
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支援をし続けている」ことにより，国連気候変動ボン会議で日本は３つ目の「化石賞」を受けた．

原発廃止とともに CO2排出削減を目指すことが求められている． 
	 なお，中西氏が報告された膨大な資料（pdfファイル）を下記のページで見ることができます． 

http://jsafukuoka.web.fc2.com/Nukes/kikaku/index.html 
（報告者：三好永作） 

 
 

６．「日本の科学者」読書会（6/8）の報告	 

◆6 月号読書会	 ＜特集＞「すべての生命の保障」を希求する沖縄県民の闘い	 

	 以下は 6 月 8 日（月）の読書会において報告されたレジュメをもとに「日本の科学者」読書会
の様子を編集したものです． 

新崎盛暉著「2014 年知事選・総選挙の沖縄戦後史における位置」	 

	 筆者は，2014 年の一連の選挙結果を沖縄における民衆の抵抗と闘いの頂点をなすものという．
2007年に文科省が沖縄戦当時の「集団自決」に関する日本軍の関与を削除するよう教科書検定意
見を出した頃から，保革を越えてこれに反発する社会的雰囲気が生まれ，2010年の知事選の頃か
ら，元自民党の一部から共産党までが政府自民党と闘うという構図が見え始めていた．1 月の名
護市長選での稲嶺氏再選，11 月の知事選での翁長氏の 10 万票差での圧勝，12 月総選挙の小選挙
区での自民候補全敗．これらは，新基地建設反対の現地闘争と選挙戦の一体化による，党派的利

害関係や相互不信を克服した「オール沖縄」の共闘体制による結果であるという．ただ，「国民的

関心の薄さ」が「民主的非暴力的抵抗闘争の前に立ち塞がり，現状変革を妨げている」一因とす

る著者の考えは，今の辺野古基金などに対する県外からの多額の支援から見て，適切なものとは

言えないのではないか．	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （報告：S.K.） 

秋山道宏著「沖縄経済の現状と島ぐるみの運動─建設業を対象に」	 

	 2014年の知事選と総選挙において，辺野古への新基地建設に反対する候補がすべて当選した背
景には政治的立場をこえた一致点での「オール沖縄」，「島ぐるみ」と呼ばれる運動があった．特

徴的だったのは，「基地は経済発展の阻害要因」という認識が地元経済界の一部に拡がったことで

ある．沖縄県における建設業の比率は，全国平均に比べて高い．その背景には朝鮮戦争の勃発に

よる急激な米軍基地建設ブームがある．復帰(1972年)当時，15.5%であった軍関係受取は現在(2011
年)4.9%にまで減少しており，軍関連従業員は 9000人で沖縄の労働力人口の 1.5%に過ぎない．一
方，観光業の収入は 9.5%を占めるに至っている．2001 年のテロ以降，沖縄の観光業は落ち込む．
外国特派員協会での翁長知事の会見では，「那覇市の新都心地区に 52 億円の軍用地領があって，
25 年前に返された時に，私が市長として区画整理をすると 600 億円になり，180 名ぐらいしかな
かった雇用も 1万人以上になった．税収も 6億円から 97億円と 15倍に増えている」として，基
地に頼らない沖縄経済のあり方が模索されている．「信念を持って，基地はいらない．返してもら

いたい」という経済界からの発言がある一方，沖縄の大手建設業の國場組は辺野古への新基地建

設でのシュワブ岸壁工事（157 億円）を受注している．2014 年の知事選と総選挙は，このような
経済界における対立の中での闘いであった．著者は，前者の勢力が増えると楽観的である．われ

われも「オール沖縄」を支援し，そうなることを望む．	 	 	 	 	 	 	 	 （報告：E.M.） 

渡辺	 豪著「沖縄報道をめぐる課題─ジャーナリズムの原点を問い直す」	 

	 沖縄では，2014年の５つの選挙のすべてで米軍普天間飛行場の辺野古への移設についての反対
派が勝利したにも関わらず，政府は移設を強行している．在京メディアは，移設作業の進捗状況

は時折触れられるが，辺野古での市民の阻止行動と国の強制排除の激しさはほとんど触れない．

去る 2 月の中旬，海上保安庁の佐藤長官は定例の在京メディアへの記者会見で辺野古沖の海上警
備に関する地元紙（沖縄タイムス，琉球新報）の記事を「誤報」と指摘した．地元紙に対しては

「誤報」という直接の指摘も抗議もなかったという．「誤報」であるとの自信があれば直接地元紙

に対して抗議すべきである．それをしないのは，なによりも地元紙の報道が真実であることの証

である．自民党政治家や政府関係者からの沖縄のメディアに対して「偏向している」という偏見
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は根強い．「地方メディアが「偏向」のレッテルを張られる状況は，政府迎合のメディアが中央で

幅を利かせている現実と表裏一体ではないのか」と著者は鋭く在京メディアを批判する． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （報告：T.M.） 

村上有慶著「辺野古への新基地建設反対運動─日本国家としての民主主義が問われている」	 
	 本論文では，1996年に 7年以内に普天間を返還する約束した SACO合意以降の沖縄の闘いをレ
ビューしている．「祖国復帰は果たしたが，『基地も核もない，緑豊かな沖縄の返還』はみごとに

裏切られ」，「基地の島沖縄は，沖縄県民が望んでできたものではない」，「今回，辺野古の新基地

建設を許すことになれば，沖縄県民自らが，基地を望んで建設したことになる」など痛切な訴え

がある．木村草太准教授（首都大学東京）が言っているように憲法 95条【一つの地方公共団体の
みに適用される特別法は，法律の定めるところにより，その地方公共団体の住民の投票において

その過半数を得なければ，国会は，これを制定することはできない】の利用を考えるべきではな

いか．	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （報告：T.Y.） 

安部真理子著「辺野古・大浦湾の生物多様性の価値」	 

	 大浦湾・辺野古海域にはサンゴ群体や海草藻場など他の海域では見られない高い生物多様性が

保持されているという．そのうえで基地建設の前段階であるボーリング調査などを「調査」とい

う名のもとに行われる環境破壊であると非難している．この海域は，環境省が選定した重要海域

の一つであり，沖縄県が「沖縄県の自然環境の保全に関する指針」ランク１（厳正な保護を図る

区域）として指定した区域である．海の埋立は不可逆的であり，埋め立て工事が進めば，未知の

部分が多いサンゴ礁生態系が永久に失われると警告する．注意：「群集」とは，一般に，ある地域

に生息する異種生物の集まりをいい，本論文で使っている「サンゴ群集」は「群生するサンゴ類

の集団」（本論文の意）の意味だけでなく，「造礁サンゴをめぐる生物群集」（＝サンゴ礁群集）と

いう意味で使われることがある．前者の意味で使う場合には，サンゴ群集という用語は曖昧で適

切でなく，群体（colony）という用語を用いるのが適切であろう．	 	 	 	 	 	 （報告：Y.M.） 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （報告者：三好永作） 
 
 
 
７．例会等の御案内	 
	 

7-1	 核問題研究委員会の例会 

	 日	 時：2015年 7月 11日（土）10:00〜12:30 
	 場	 所：九州大学筑紫キャンパス総合研究棟 C-CUBE５階 511 
	 内	 容：(1) 脱原発と動的エネルギーミックス（報告：岡本良治氏） 
	 	 	 	 	 (2) エクセルギー（有効エネルギー）の有用性について（報告：岡本良治氏） 
	 

7-2	 『日本の科学者』読書会 

	 ♦『日本の科学者』７月号 読書会 
日	 時：2015年 7月 13日（月）14:00〜17:00 

	 場	 所：ふくふくプラザ 604室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
	 内	 容：『日本の科学者』７月号＜特集＞「大学改革」の対抗軸は何か 
	 

♦『日本の科学者』８月号 読書会 
	 日	 時：2015年 8月 10日（月）14:00〜17:00 
	 場	 所：ふくふくプラザ 604室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
	 内	 容：『日本の科学者』８月号＜特集＞国連発足 70 年 平和への到達点と課題 
	 



 7 

	 
7-3	 北九州分会の例会（2015 年度第１回）	 

	 日	 時：2015年 7月 17日(金) 18:00-20:00 
場	 所：西小倉市民センター会議室 2（2階）を予約予定 
話題提供者：西垣	 敏氏 
話	 題：（仮題）「大学と軍事研究」 

－「戦争する国」づくりへの科学者の動員を許さない― 
（予定内容）安倍内閣の推進する「戦争する」国づくり路線に沿って、軍学共同が急ピッチ

で進もうとしている。いま軍事研究は日本の大学にどれ程の範囲と規模で踏み込んできてい

るのか。軍事（兵器開発）につながる研究、デュアル・ユース、スピン・オン／オフ、或い

は科学の軍事化、研究者の倫理、大学側の態度などを論ずる。 
	 

	 

7-4	 原水爆禁止 2015 年世界大会・科学者集会 in 山口	 

核の脅威と被害のない世界を	 山口から	 

－	 ヒバクの実相，ヒバクシャ支援と核兵器廃絶	 －	 

	 日	 時：2015年 8月 1日（土）10:00〜16:30 
	 場	 所：カリエンテ山口（山口婦人会館）：山口市湯田温泉 5丁目 
	 内	 容：集団的自衛権の深層	 日米各同盟の果てに（纐纈 厚氏） 
	 	 	 	 	 原爆と原発事故の放射能被曝の差異と共通点（岡本良治氏） 
	 	 	 	 	 東北の放射能汚染と地域再建の課題 

その他 
（主催： 原水爆禁止 2015年世界大会・科学者集会実行委員会） 

 


